	資料１ 
	平成２４年３月２７日（火） 

	障害福祉サービス等に係る事業者説明会 

	千葉市保健福祉局高齢障害部障害者自立支援課 


平成２３年度指定障害福祉サービス事業者等の
実地指導の結果について

１　実地指導及び監査の目的
　　指定障害福祉サービス事業者等のサービスの質の確保及び介護給付費等の支給の適正化を図る。

２　実地指導及び監査の対象となる指定障害福祉サービス事業者等の選定基準
（１）実地指導

　　　原則として、当該指定等に係る事業所の所在地又は当該指定等に係る施設の設置場所が千葉市内にある指定障害福祉サービス事業者等の中から、次のとおり対象を選定する。

ア　前年度に指定等を受けた指定障害福祉サービス事業者等に対して実施する。

イ　前年度に監査を行った指定障害福祉サービス事業者等に対して実施する。

ウ　前年度の実地指導の結果、指摘した事項に関し改善が不十分な指定障害福祉サービス事業者等に対して実施する。

エ　実地指導の結果、適正又は概ね適正な事業運営が確保されていると認められる場合、及び指摘した事項に関し改善が図られたことにより、適正な事業運営が確保されていると認められる指定障害福祉サービス事業者等の中から、対象を選定して実施する。

オ　利用者等からの苦情が多い等、特に実地指導の実施が必要と認められる指定障害福祉サービス事業者等に対して実施する。
（２）監査 

監査は、下記に示す情報を踏まえて、指定基準違反等の確認について必要があると認める場合に行うものとする。 
 　ア　要確認情報
　　 （ア）通報・苦情・相談等に基づく情報 

    （イ）本市、相談支援事業所等に寄せられる苦情 

    （ウ）介護給付費等の請求データ等の分析から特異傾向を示す事業者
イ　実地指導において確認した情報
指導実施方針に基づき行った指導において、指定障害福祉サービス事業者等について確認した指定基準違反等
３　平成23年度　実施箇所数及び実施結果
適正であった事業所の割合　３８％　（平成２２年度： ２５％）
	
	適正
	文書

指導
	改善

報告
	監査

切替
	勧告
	命令
	指定

取消

	実施回数
	５０
	１９
	６
	２５
	０
	０
	０
	０

	
	実地指導
	４７
	１９
	６
	２２
	０
	０
	０
	０

	
	監　　　査
	３
	０
	０
	３
	０
	０
	０
	０


４　主な指摘事項と適切な取扱いについて

（１）各サービス共通

	指定障害福祉サービス事業者等の管理者及びサービス提供(管理)責任者
の変更、運営規程の変更があった場合に、変更の届出を行っていない。

（法第４６条第１項）


ア　
上記のほかに、
・申請者（設置者）及び事業所（施設）の名称及び所在地

・代表者の氏名及び住所
・定款及び登記簿　等
に変更があった時は、10日以内に、その旨を千葉市長に届け出ること。
変更の届出に必要な書類については、千葉市障害者自立支援課の下記ホームページに掲載してある。「変更届提出書類一覧」を確認の上、作成のこと。

・指定障害福祉サービス事業者関係
http://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/koreishogai/jiritsu/js_jigyousyashitei.html
・登録地域生活支援給付サービス事業者関係
http://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/koreishogai/jiritsu/js_tisesinki.html
	重要事項の内容を事業所の見やすいところに掲示していない。
（指定基準第３５条・第３９条第１項）　（解釈通知第三の３の（２６）①）


イ　
下記の内容について掲示が必要

	・　運営規程の概要
・　従業者の勤務の体制

・　協力医療機関（日中活動系サービス、居住系サービス）
・　苦情解決の相談窓口、体制、手順等
・　その他利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項


掲示場所がない場合は、ファイルに入れて相談室に置く等、誰もが閲覧できるように工夫すること。
	管理者及び従業者の秘密保持義務について、雇用契約書等に明記されていない。
（指定基準第３６条第１項、第２項）　（解釈通知第三の３の（２４）①②）


ウ　
管理者及び従業者が、在職中及び退職後に、利用者及びその家族の秘密を漏らすことがないよう、秘密保持義務を雇用契約書又は誓約書、就業規則等に明記すること。

	個人情報の使用について、利用者又は家族に文書による同意を得ていない。　（指定基準第３６条第３項）　（解釈通知第三の３の（２４）③）


エ　
個人情報を、他の指定障害福祉サービス事業者等と共有するためには、あらかじめ、個人情報の使用について、重要事項説明書等に記載し、利用者又はその家族から書面による同意を得ることが必要。

	利用者に対して、介護給付費等の金額を記載した代理受領の通知を行っていない。　（指定基準第２３条第１項）


オ　
市町村から介護給付費等の支払を受けたときは、利用者に対して、介護給付費等の金額を書面により通知すること。
（２）訪問系サービス事業所

	従業者に身分証を携行させていない。

（指定基準第１８条）　（解釈通知　第三の３の（８））


ア　
事業者は、利用者が安心してサービスの提供を受けられるよう、従業者に身分を明らかにする証書や名札等を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは、これを提示するよう指導すること。

この証書等には、事業所の名称及び従業者の氏名を記載すること。

また、従業者の写真の貼付、職能（役職、介護福祉士等の資格）の記載をすることが望ましい。
	感染予防のための備品等を備えていない。（指定基準第８条・第３４条）


イ　
従業者が感染源となることを予防し、また、従業者を感染の危険から守るため、手指を洗浄するための設備や使い捨ての手袋等、感染を予防するための備品等を備えるなど対策を講じること。
備品については、

・事業所では、消毒液、使い捨て手袋を常備しておくこと。
・直行直帰の従業者には、携帯用消毒液を常備させること。
	個別支援計画の作成後、見直しを行っていない。

（指定基準第２６条）　（解釈通知第三の３の(１６)）


ウ 
サービス提供責任者は、個別支援計画作成後においても、必要に応じて変更を行い、利用者及びその同居の家族にその内容を説明するとともに、当該計画を交付すること。
なお、支給決定の更新時及び支給決定内容が変更された場合には、見直しを行うこと。

〔個別支援計画に明記すべき事項〕
	・　作成年月日、作成者の氏名 

 ・　援助の方向性、目標 
・　主に介護を担当する従業者の氏名及び種別（ホームヘルパー○級等） 
　 ・　サービスの具体的内容(手順、提供方法、注意事項)・所要時間・日程 
　・　利用者及びその同居家族の同意署名（捺印） 
　 ・　説明、交付年月日　　等


	居宅介護事業の会計をその他の事業の会計と区分していない。

（指定基準第４１条）　（解釈通知第三の３の（２８））


エ　
事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、居宅介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならないため、障害者自立支援法に基づいた事業と介護保険法に基づいた事業を実施している事業所においては、事業ごとに、会計を区分することが必要。

共通的に必要な経費（人件費、光熱水費等）にあっては、人員割、面積割等の合理的な算定方法により按分の上、計上すること。
（３）居住系、日中活動系サービス事業所
	個別支援計画の作成後、利用者との面接及びモニタリングを行っていない。また、定期的に個別支援計画の見直しを行っていない。（指定基準第５８条）


ア　
サービス管理責任者は、個別支援計画を作成後、実施状況の把握を行い、６月に１回以上（自立訓練、就労移行支援については３月に１回以上）見直しを行うこと。

また、モニタリングに当たっては、利用者、その家族等と連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、定期的に利用者との面接を行い、モニタリングの結果を記録すること。

〔個別支援計画に明記すべき事項〕
	　・　利用者及びその家族の生活に対する意向　 

　 ・　総合的な支援の方針 

　 ・　生活全般の質を向上させるための課題 

　 ・　目標及び達成時期 

　 ・　サービスを提供する上での留意事項　　等


	非常災害に関する具体的計画の作成、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制の整備を行っていない。また、定期的に避難訓練を実施していない。（指定基準第７０条）


イ　
非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、風水害、地震等の災害に対処するための計画を立てること。
また、火災等の災害時に消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう、職員に周知徹底し、定期的に避難、救出等の訓練を実施すること。
	人員配置基準等を満たしていない。


ウ　
（ア） 日中一時支援（放課後対策型）事業所において、従業者の人員基準を満た
していないサービス提供時間帯があった事例
日中一時支援（放課後対策型）の提供を行う時間帯を通じて、専らその提供に当たる指導員又は保育士の合計数を次のとおり確保すること。
・利用者数１５人まで　　　　　　　⇒ ２人以上

・利用者数１６人から２０人まで ⇒ ３人以上
・利用者数２１人から２５人まで ⇒ ４人以上
　　　　　以下　同様
（イ） 共同生活介護を算定している事業所において、生活支援員の配置基準を
満たしていない月があった事例
生活支援員は、常勤換算方法で、次の①から④までに掲げる数の合計数以上を配置すること。
①　障害程度区分３に該当する利用者の数を９で除した数
②　障害程度区分４に該当する利用者の数を６で除した数
③　障害程度区分５に該当する利用者の数を４で除した数
④　障害程度区分６に該当する利用者の数を２．５で除した数
（４）介護給付費等の算定誤りによる返還金発生事例

給付費の算定において、下記≪事例≫に挙げた誤りが確認された。このような場合は、給付費を返還していただくことになりますので、御注意ください。
· 平成２３年度における最高返還額

　２，０７１，７３７ 円　
≪事例１≫

サービスの提供の記録が存在しない事例
サービスを提供した際は、サービスの提供日、提供したサービスの具体的内容、実績時間数その他必要な事項を提供の都度記録すること。
また、記録に際しては、利用者からサービスを提供したことについて確認を受けること。
≪事例２≫

サービス提供実績記録票と明細書とで算定時間数に相違がある事例

≪事例３≫

日中に支援を行った場合に、早朝の単位数を算定している等、サービス提供時間帯の不整合が確認された事例
サービスコードについて
居宅介護、重度訪問介護、同行援護及び移動支援については、下記のとおり時間帯が区分されており、それぞれの時間帯について単位数が定められている。給付費を算定する際には、サービス提供時間に該当するサービスコードを使用すること。
	深夜
	０時～　６時

	早朝
	６時～　８時

	日中
	８時～１８時

	夜間
	１８時～２２時

	深夜
	２２時～２４時


　

なお、サービス提供の開始時間から３時間（サービス種類により、１．５時間）までは、時間帯をまたがる場合には、複合コードを使用する。

・開始時間から３時間まで、複合コードを使用するサービス

身体介護、同行援護(身体介護を伴う場合)、移動支援（身体介護を伴う場合）

・開始時間から１．５時間まで、複合コードを使用するサービス

家事援助、同行援護（身体介護を伴わない場合）、移動支援（身体介護を伴わない場合）

【例】

１６：００～１９：００に身体介護を提供した場合

16:00               18:00     19:00

	日中
	夜間


「身体日中２．０・夜間１．０」　のサービスコードを使用する。

また、サービス提供時間が時間帯をまたがり、かつ３時間（サービス種類により、１．５時間）を超える部分の算定については、増コードを使用する。

・３時間を超える部分について、増コードを使用するサービス

身体介護、同行援護(身体介護を伴う場合)、移動支援（身体介護を伴う場合）

・１．５時間を超える部分について、増コードを使用するサービス

家事援助、同行援護（身体介護を伴わない場合）、移動支援（身体介護を伴わない場合）
なお、上記の時間を超えても時間帯をまたがない場合は、増コードは使用しない。

【例１】

１６：００～２０：００に身体介護を提供した場合

　

16:00               18:00    19:00    20:00

	日中
	夜間
	夜間


「身体日中２．０・夜間１．０」と「身体夜間増１．０」のサービスコードを使用する。

【例２】

１４：００～２０：００に身体介護を提供した場合

14:00                                18:00         20:00

	日中
	夜間


「身体日中４．０」と「身体夜間増２．０」のサービスコードを使用する。

≪事例４≫

重度訪問介護を、１日に複数回行った場合に、それぞれの時間を通算せずに単位数を算定している事例

１日（０時～２４時）に複数回の重度訪問介護を行った場合には、それぞれを別々に算定するのではなく、１日分の所要時間を通算して算定すること。

なお、翌日の０時以降のサービス提供分については、所要時間１時間から改めて通算して算定すること。

【例】

（重訪Ⅲの方にサービス提供した場合）

９：００～１２：００　　　　　３時間　　（日中）

１４：００～１６：００　　　　２時間　　（日中）

１８：００～２０：００　　　　２時間　　（夜間）

２２：００～２３：００　　　　１時間　　（深夜）

9:00         12:00     14:00     16:00     18:00      20:00    22:00   23:00

	日中
	
	日中
	
	夜間
	
	深夜


「重訪Ⅲ日中１．０」　１回、「重訪Ⅲ日中４．０」　６回、「重訪Ⅲ日中８．０」　２回、

「重訪Ⅲ夜間８．０」　４回、「重訪Ⅲ深夜８．０」　２回　となる。
≪事例５≫

「家事援助」の内容（調理）を「身体介護」で請求している事例

調理が中心のサービスは「家事援助」での算定となる。

	身体介護・・・入浴、排せつ、食事等の介護
家事援助・・・調理、洗濯、掃除等の家事の援助であって、これを受けなければ
日常生活を営むのに支障が生ずる利用者に対して行われるもの


≪事例６≫

マッサージを「身体介護」で請求している事例

マッサージは、給付費の算定対象外となる。

	※　給付費の算定対象となるサービスであるか疑義がある場合には、サービス提供前に、障害者自立支援課又は各区保健福祉センター高齢障害支援課に御確認ください。


≪事例７≫

算定要件（サービス提供責任者の同行等）を満たさずに初回加算の単位数を算定している事例

初回加算を算定するには、サービス提供責任者が、初回サービス提供日の属する月中に利用者宅を訪問（単独又は従業者に同行）することが要件となる。

サービス提供責任者が従業者に同行した場合は、サービス提供記録にその旨を記入すること。また、実績記録票の備考欄に「初回加算」と記入すること。

≪事例８≫

「通院等介助（身体介護を伴う場合）」と外出に直接関連する居宅における「身体介護」が連続した際、通算せず、別々の実績として算定している事例

「通院等介助（身体介護を伴う場合）」の前後に外出に直接関連する「身体介護」を行った場合は、通算して「通院等介助（身体介護を伴う場合）」を算定すること。

【例】

９：００～９：３０に外出に直接関連する「身体介護」を行い、９：３０～１１：３０に「通院等介助（身体介護を伴う場合）」を行った場合
　　9：00      9:30                            11:30

	（外出に直接関連する）

身体介護
	通院等介助（身体介護を伴う場合）

	通院等介助（身体介護を伴う場合）


通算して、２．５時間の「通院等介助（身体介護を伴う場合）」を算定することとなるので、「通院１日中２．５」　のサービスコードを使用する。

また、「通院等介助（身体介護を伴う場合）」の前後に外出に直接関連しない「身体介護」（入浴介助、食事介助等）を行った場合は、通算して「身体介護」を算定することになる。

なお、「通院等介助（身体介護を伴う場合）」と「身体介護」との間隔が２時間未満である場合も、通算して「通院等介助（身体介護を伴う場合）」又は「身体介護」のいずれかを算定することになる。

≪事例９≫

共同生活介護サービス費（Ⅱ）の算定において、世話人の員数が算定要件を満たしていない月があった事例

世話人の員数は、常勤換算方法により、利用者の数を５で除して得た数以上であることが算定の要件となる。

５　平成２４年度における実地指導及び監査について 
　　　来年度も、５０箇所程度の事業所を対象に実施する予定です。 
　　　　なお、平成２３年度に指定等を受けた指定障害福祉サービス事業者等については、２（１）アにより、来年度、初めて実地指導を実施します。今年度の実地指導の指摘事項等を参考に、同様の誤りが見受けられた場合は、早急に改善してください。
　　　また、過去に実地指導の対象となった指定障害福祉サービス事業者等についても、対象を選定して実施することとなりますので、引き続き、適切な事業運営の確保をお願いいたします。
1

